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要旨：コンクリートに短繊維を混入することによる局部破壊に対する耐衝撃性能の向上効果の把握を目的と

して，短繊維による補強効果を実験的に検討するとともに，有限要素法による解析方法の検討ならびにコン

クリートの引張軟化特性が耐衝撃性能に及ぼす影響をパラメトリックスタディによって検討した。実験的検

討の結果，ポリプロピレン短繊維を 1vol%混入することにより，耐衝撃性能を大きく改善することができた。

また，解析的検討では，ひずみ速度と側圧の影響を考慮することでプレーンコンクリート板の破壊領域を概

ね再現することができた。そして本解析方法を用いて，引張軟化特性が耐衝撃性能に及ぼす影響を示した。 
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1. はじめに 

 近年，不測の爆発事故や自然災害によって衝撃的な荷

重がコンクリート構造物に作用し，予測できない損傷や

破壊が生じるケースが増加している。 

衝撃荷重を受けるコンクリート構造物の破壊は，大き

く全体破壊と局部的な破壊に分類できる。飛翔体が高速

度で衝突すると，衝突条件によっては表面破壊（衝突面

の破壊），裏面剥離（衝突面と反対面のコンクリートの剥

離），貫通等の局部破壊が生じる 1)。コンクリート構造物

に局部破壊が生じると，構造部材の剛性や強度を低下さ

せるだけでなく，裏面剥離が生じた場合には衝突面裏側

に飛散物が生じて構造物内の人命や機器に損傷を与える。 

別府らは，高速衝突を受けるコンクリート板の合理的

な設計法を提案するため，無筋コンクリート板に対する

高速衝突実験 2)や数値シミュレーション 3)を行い，破壊

メカニズムに基づいた局部破壊評価法を提案している 4)。

さらに，カーボンやアラミド繊維シートを裏面に貼り付

けたコンクリート板に対する高速衝突実験を行い，繊維

シート補強はコンクリートの裏面剥離に伴う飛散物を抑

制する効果があるが，コンクリートの損傷を低減する効

果は小さいことを示している 5)。 

 本研究は，コンクリートに短繊維を混入することによ

る局部破壊に対する耐衝撃性能の向上効果の把握を目的

として，短繊維による補強効果を実験的に検討するとと

もに，有限要素法による解析的な検討を行った。実験的

検討では，繊維の補強効果を確認するために，ポリプロ

ピレン短繊維による補強の有無を実験因子として，材料

試験およびコンクリート板に対する高速衝突実験を行っ

た。解析的検討では，有限要素法を用いて，高速衝突を

受けるプレーンコンクリート板の局部破壊性状の解析条

件を検討して実験結果の再現を試みた。その上で，短繊

維補強コンクリートの引張軟化特性が局部破壊性状に及

ぼす影響を定性的に把握するために，パラメトリックス

タディを行った。 

 

2. コンクリート板に対する高速衝突実験 

2.1 試験体 

(1) 使用材料と調合 

コンクリートの使用材料を表－1 に，調合を表－2 に

示す。短繊維補強には，繊維長 20mm。繊維径 0.05mm

のポリプロピレン短繊維を用いた。ポリプロピレン短繊

維を混入したコンクリート（PP20-1）では，ベースとな

るコンクリート（PLAIN）に対して外割りで 1vol%の短

繊維を混入した。コンクリートの空気量は空気量調整剤

を適宜添加して，約 5%になるように調整した。 

 (2) 試験体の種類と形状・寸法 

 PLAIN と PP20-1 の２種類のコンクリートを用いて， 

[縦]50cm×[横]50cm×[厚さ]8cm の無筋コンクリート板

の試験体を各々1 体ずつ製作するとともに，同一バッチ

から材料試験用の供試体も採取した。なお，試験体を無

筋にしたのは，鉄筋の影響を排除し，短繊維補強の効果

を明確に把握しようと考えたためである。 

*1 清水建設（株） 技術研究所 博士（工学） (正会員) 

*2 防衛大学校 建設環境工学科 博士（工学） (正会員) 

*3 清水建設（株） 技術研究所 工博 

表－1 使用材料 

材料 種類・物性など 
セメント 普通ポルトランドセメント 

粗骨材
硬質砂岩（砕石 2005，青梅産）， 
表乾密度 2.65 g/cm3 

細骨材  山砂（君津法木産），表乾密度 2.62g/cm3 
混和剤 AE 減水剤，AE 剤，空気量調整剤 
短繊維 ポリプロピレン，長さ 20mm，径 0.05mm
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2.2 実験方法 

(1) 材料試験 

 短繊維補強コンクリートの力学特性を把握するための

材料試験として，圧縮強度試験に加えて，圧縮タフネス

試験 6) および曲げタフネス試験 7)を実施した。 

(2) 高速衝突実験 

高速衝突実験には，図－1 に示す高圧空気式飛翔体発

射装置を用いた。本装置は，圧縮器・増圧器・エアチャ

ンバー・発射管（長さ 12m，内径 35mm）で構成されて

おり，圧縮空気で飛翔体を発射・加速する。本実験では，

直径 25mm，質量 50g，先端形状が半球型の鋼製（SS400）

の剛飛翔体をこの装置から発射して，上下端を 5cm 幅で

固定支持したコンクリート板に衝突させた。衝突速度は，

既往の実験結果 2),5)を参考にして，PLAIN で裏面剥離を

生じる速度である 315m/s とした。衝突速度は，図－1の

発射口に設置したレーザー式速度検出センサで測定した。 

2.3 材料試験結果 

 実験時圧縮強度は PLAIN が 41.0N/mm2，PP20-1 が 34.3 

N/mm2 であり，繊維を 1.0vol%混入したことによって

PP20-1 の圧縮強度は PLAIN よりも 16%程度低くなった。 

圧縮タフネス試験の結果を図－2 に，曲げタフネス試

験の結果を図－3 に示す。圧縮タフネス試験と曲げタフ

ネス試験のいずれにおいても，PLAIN は最大荷重到達直

後に破壊したが，PP20-1 では最大荷重以降に軟化挙動を

示した。PP20-1 の圧縮じん性係数は PLAIN の約 3 倍，

曲げじん性係数は約 39 倍となり，圧縮・曲げの双方で 

PP20-1 の方が PLAIN より非常に高いタフネスを示した。 

2.4 高速衝突実験結果および考察 

実験後の試験体の表面・裏面および厚さ方向に切断し

た断面の状況（主なひび割れのトレースを点線で表示）

を図－4 に示す。実験の結果，PLAIN では裏面剥離を生

じた。これは，試験体の断面に生じた押抜きせん断ひび

割れのような斜め方向のひび割れ（以下，斜めひび割れ

と言う）が裏面に達したためだと考えられる。一方，

PP20-1 では微細な斜めひび割れが生じている程度で，裏

面剥離は生じなかった。これは,ひび割れにおける短繊維

の架橋効果によって斜めひび割れの拡大・進展が抑制さ

れたためだと考えられる。表面破壊の貫入深さは，PLAIN

が 26mm，PP20-1 が 25mm で同程度であったが，破壊面

積は PLAIN の方が直径で 50mm 程度大きくなった。 

 

3. コンクリート板の破壊性状に関する解析検討 

本研究では，非線形有限要素法プログラム「ADINA」

を用いて,コンクリート板の局部破壊の再現を試みた。飛

表－2 調合 

単位量 (kg/m3) 
調合名 水セメント比 

(%) 
細骨材率 

(%) 水 セメント 細骨材 粗骨材 混和剤 短繊維 
PP 

PLAIN 55 46 175 318 817 973 AE 減水剤 1.0% － 

PP20-1 55 46 175 318 817 973 AE 減水剤 1.0% 
空気量調整剤:2T 

1.0vol% 

図－3 曲げタフネス試験結果 
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図－2 圧縮タフネス試験結果 

図－1 高圧空気式飛翔体発射装置と剛飛翔体 
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翔体がコンクリート板に高速で衝突すると，コンクリー

ト内部への飛翔体の貫入，衝突面や裏面におけるコンク

リート片の剥離・飛散が生じる。しかし,有限要素法では，

コンクリート片の剥離・飛散のモデル化が困難である。

また，貫入による要素の大変形が原因で解析が中断され

る。そこで，三輪らが提案した手法 4),5)を用いて，高速

衝突で発生する衝突荷重－時間関係を算定し，これを外

力条件としてコンクリート板に作用させることにした。 

3.1 解析方法 

 (1) 解析手法 

 高速衝突を受けるコンクリート板を図－5 に示すよう

に 2 次元軸対称系でモデル化した。なお，図－5 では，

実験時に垂直に設置したコンクリート板を 90 度回転し

て示している。また，メッシュ分割も模式的に表現して

おり，実際のメッシュサイズは 3mm とした。 

コンクリート板には剛飛翔体の衝突によって表面破

壊が生じるため，剛飛翔体の直径と貫入深さ分の要素を，

解析モデルからあらかじめ削除した。貫入深さおよび衝

突荷重－時間関係は，三輪らが提案した改良理論モデル
4),5)を用いて算定した。このモデルは，飛翔体の貫入量を

飛翔体の運動エネルギーと仕事の釣り合いから求めもの

である。その算定過程において，飛翔体表面に作用する

抵抗力と慣性力の和である衝突荷重および飛翔体の速度

に関する経時変化が得られる。2.2 (2)で述べた PLAIN の

高速衝突実験の条件を用いて理論計算によって得られた

衝突荷重－時間関係を図－6に示す。0.176ms で荷重が急

激に低下するのは，飛翔体の運動エネルギーが仕事で完

全に消費されて速度がゼロになる時点でも，速度に依存

しない抵抗力成分が荷重に含まれているためである。図

－6の衝突荷重－時間関係を圧力に変換して，図－5に示

す貫入深さ d0の位置にある半径 dr（飛翔体の半球型先端

PLAIN PP20-1 

 
表面 

 
裏面 

 
断面 

 
表面 

 
裏面 

 
断面 

表面破壊：深さ＝26mm，直径（平均値）※＝130mm 

裏面剥離：深さ＝38mm，直径（平均値）※＝244mm 

表面破壊：深さ＝25mm，直径（平均値）＝82mm 

裏面剥離：なし 

※破壊面の最大長さ，最小長さおよび中間程度の長さを測定して平均した値を直径とした。 

図－4 高速衝突実験後の試験体の状況 

図－5 コンクリート板解析モデル（90°回転）
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部の半径）の円形の貫入面に作用させた。計算方法は，

中央差分法を用いた動的時刻歴応答計算とした。 

(2) コンクリートモデル 

解析に用いるコンクリートモデル（等価一軸応力－ひ

ずみ関係）を図－7に，本検討における設定条件を表－3

に示す。なお，本解析におけるコンクリートの静的圧縮

強度は，実験時のプレーンコンクリートの圧縮強度を丸

めて 40N/mm2とし,静的引張強度は圧縮強度の 1/10 を仮

定して 4N/mm2 とした。実験時の短繊維補強コンクリー

トの圧縮強度は 34.3 N/mm2であったが，パラメトリック

スタディでは，引張軟化域の影響を定性的に把握するこ

とを第一に考えて，40N/mm2をそのまま適用した。 

コンクリートの圧縮強度と引張強度は，ひずみ速度が

大きくなると増大する。また，衝突部分には非常に高い

圧力が生じる。しかし，本研究で用いた構成モデルは，

多軸状態のコンクリートを直接モデル化できないため，

以下の要領で側圧を考慮した圧縮強度σcを求めた。 

別府らの数値シミュレーションによると，2.2 (2)と同

条件で飛翔体を衝突させた場合，衝突部には 80N/mm2

（表面から 2.5cm 位置）～1000 N/mm2（衝突位置）の非

常に高い圧力が生じる 3)。また，藤掛らが行ったコンク

リートの高速 3 軸圧縮試験 8),9)（ひずみ速度 100～101

（1/s））によると，側圧 94N/mm2に対する動的圧縮強度

は静的 1 軸圧縮強度の約 5 倍，最大圧縮応力時ひずみは

約 20 倍になる。そこで，圧縮強度σcは静的圧縮強度を

5 倍した 200N/mm2，最大圧縮応力時ひずみεcは一般的

な値の 0.002 を 20 倍した 0.04 とした。また，コンクリー

トは高圧時に圧縮軟化挙動を示さないため，最大応力以

降は一定の応力となるようεcuを 0.08（文献 8), 9)によれ

ば側圧 94N/mm2 における静的載荷で 0.1，動的載荷で

0.06）として応力－ひずみ曲線をモデル化した。 

 引張強度σtについては，別府らの解析結果 3)を参考に

して，ひずみ速度 101（1/s）を仮定し，静的引張強度を 4

倍した 16N/mm2を用いた。また，引張軟化域については，

引張強度σt 到達後に瞬時に 0.25σt まで強度が低下して

軟化するモデルとした。なお，終局引張ひずみεtu は，

プレーンコンクリートの引張破壊エネルギーを 100N/m

と仮定し 10)，解析のメッシュ寸法長 3mm を考慮して算

定した塑性ひずみと弾性ひずみの和（17,000μ)とした。 

なお，本解析では基礎的な段階として，全ての要素に

対して同じひずみ速度・圧力状態を仮定した。 

3.2 プレーンコンクリートの解析 

 プレーンコンクリート板に生じるひび割れの経時変化

に関する解析結果（対称性を考慮して半断面を表示）を

図－8に示す。飛翔体が衝突してから 0.0024ms 後には飛

翔体の貫入先端部から斜め方向にひび割れが進展すると

ともに，衝突による応力波（圧縮波）が裏面に到達して，

その反射波（引張波）の影響でひび割れが生じた。その

後，斜めひび割れが下方へ進展するとともに，円錐状の

ひび割れ領域が衝突位置直下の裏面から上方へ拡大し，

最大応力時の 0.0326ms 以降もひび割れが進展・拡大した。 

 有限要素法ではコンクリート片の剥離・飛散は解析で

きないため，裏面剥離を再現できない。そこで,本解析で

得られたひび割れ性状から裏面剥離との対応を考える。

図－8 に示すように，0.1760ms の最終状態では，下方へ

と進展した斜めひび割れの領域が，上方へと発達した円

錐状のひび割れ領域と重なった。その位置は概ね円錐状

のひび割れ領域の境界に一致している。このひび割れの

重なりによって裏面剥離が生じたと仮定し，高速衝突実

験に供したプレーンコンクリート板の裏面剥離性状と解

析結果における円錐状のひび割れ領域の境界とを比較す

ると，実験における裏面剥離の深さが 38mm，直径が約

120mm であったのに対して，解析における円錐状のひび

割れ領域の深さは約 40mm，直径は約 90mm であった。

解析で得られた裏面剥離の直径は，実験値に比べてやや

小さくなったが，深さは概ね一致した。 

3.3 引張軟化特性を変化させた局部破壊解析 

短繊維補強コンクリートは，短繊維の種類，混入率お

よびコンクリートマトリックスの特性によって，引張強

度後の応力低下や終局ひずみが変化する。そこで，パラ

メトリックスタディを行い，これらの変化が解析結果に

εcu εc

εt 
εtu

σcu 

σc 

σt 
σtp 

応力 

ひずみ

図－7 コンクリートモデル（応力－ひずみ曲線）

表－3 コンクリートモデルにおける設定条件 

圧縮強度 σc 200N/mm2 
終局時圧縮強度  σcu 195 N/mm2 
最大圧縮応力時ひずみ εc 0.04 
終局圧縮ひずみ  εcu 0.08 
引張強度 σt 16 N/mm2 
軟化開始点応力度  σtp 4 N/mm2  
最大引張応力時ひずみ εt σt／Ec 
終局引張ひずみ  εtu 17,000×10-6  
ヤング係数 Ec 25,000 N/mm2 
ポアソン比 ν 0.15 
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与える影響について考察する。 

本パラメトリックスタディでは,引張軟化曲線の軟化

開始点応力度σtp と引張応力がゼロになる終局引張ひず

みεtuを変数とした。σtpはプレーンコンクリートで適用

した 0.25σt を基準に 0.50σt，0.75σt，1.00σt の 4 水準

とした。εtuは，εtuとεt の差を⊿εts と定義し，プレー

ンコンクリートに関する⊿εts（⊿εtsp とする）に対する

倍率を 0.25～4.00 として与えた。なお,σtp を頂点とし，

⊿εts を底辺とする三角形の面積は，破壊エネルギーに

相当するひずみエネルギー（以下，gf と言う）を表す。

ここでは，3.2 に示したプレーンコンクリートの解析結果

における gfを gfpとする。 

 一例として，プレーンコンクリートに対しσtpと⊿εts

を 2 倍にした解析結果を図－9に示す。図－8のプレーン

コンクリート板の結果と比較すると，下方へ進展した斜

めひび割れと，上方へ発達した円錐状のひび割れ領域の

重なりが小さい。したがって,これらの領域の重なり具合

が，解析によって裏面剥離の有無を判断する上での指標

になる可能性がある。なお，図－8と図－9において貫入

面（衝突荷重作用面）直下にひび割れがほとんど生じて

いないのは，周辺のコンクリートによる拘束が大きいこ

とと，裏面から反射した引張の応力波が衝突面からの後

続の圧縮の応力波と干渉したためだと考えられる。 

(1) 引張強度後の応力低下の影響 

 プレーンコンクリート板の 0.1760ms におけるひび割

れ領域（図－8）の面積に対する各パラメータ解析におけ

る 0.1760ms のひび割れ領域の面積の比（以下，損傷面積

比と言う）を算定し，引張強度後の応力低下の影響を検

討した。なお，ひび割れ領域の面積は，ひび割れが生じ

た要素数をカウントし，その個数と要素面積（メッシュ

サイズ）の積により求めた。 

図－10 にσtp と損傷面積比の関係を⊿εts 別に示す。

⊿εts が同じ場合は，σtpが大きいほど損傷面積比は小さ

くなった。しかし,σtp－損傷面積比曲線の勾配はσtp が

大きくなるとゼロに近づく傾向が見られ，σtp＝1.00 の

損傷面積比は⊿εts にかかわらず約 0.45 であった。 

σtpを 0.25σt～1.00σtに変化させた場合の損傷面積比

は，⊿εts＝⊿εtsp で 1.00 から 0.45，⊿εts≧3⊿εtsp で

0.75 から 0.45 に低下し, σtpをプレーンコンクリートの

4 倍にすることで損傷が 40～55%程度低減された。 

(2) 終局ひずみ（破壊エネルギー）の影響 

 図－11 に⊿εts と損傷面積比の関係をσtp 別に示す。

図中の点線は， gfが等しいプロットを結んだものである。 

各σtpにおいて，⊿εts が大きいほど損傷面積比は小さ

くなった。しかし，gfが 3gfp～4gfp以上では⊿εts が変化

しても損傷面積比に大きな変化はなかった。これと同じ

ことが，図－10 において， 2⊿εtsp～4⊿εtspのσtp－損

傷面積比曲線がほぼ重なっていることでも示されている。 

⊿εts を⊿εtsp～4⊿εtsp に変化させた場合の損傷面積

比は，σtp＝0.25σt では 1.00 から 0.75 に低下した。しか

し，σtp＝σt では約 0.45 で一定となり, ⊿εts をプレー

ンコンクリートの 4 倍にしても，損傷が 25%低下する程

度に止まっている。これは，(1)で考察した,σtpを 4倍し

た場合の低減効果である 40～55%よりも低い結果である。 

0.0652ms 

0.0978ms 

図－8 プレーンコンクリート板内における 

ひび割れの経時変化 

図－9 パラメトリックスタディの解析結果例

（σtp=0.5σt，⊿εts＝2×⊿εtsp） 

0.0326ms（最大荷重時） 

上方へ発達するひび割れ領域

下方へ発達する斜めひび割れ 

0.0024ms 対称軸

応力波によるひび割れ 

0.1760ms（最終状態） 
約 90mm

約 40mm 

上方へ発達したひび

割れ領域の境界 

斜めひび割れ領域 
実験の裏面剥離範囲 
（深さ 38mm，半径 122mm）

0.1760ms（最終状態） 

斜めひび割れ領域 

上方へ発達したひび割れ領域

の境界 
対称軸
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4. まとめ 

短繊維をコンクリートに混入することによる局部破

壊に対する耐衝撃性能の向上効果の把握を目的として，

補強効果を実験的に検討するとともに，有限要素法によ

る解析方法の検討を行った上で，短繊維の混入により変

化するコンクリートの引張軟化特性が耐衝撃性能に及ぼ

す影響をパラメトリックスタディにより検討した。これ

らの検討の結果，以下の知見が得られた。 

4.1 繊維による補強効果に関する実験的検討 

・コンクリートにポリプロピレン短繊維を 1vol%混入す

ることで，圧縮タフネスと曲げタフネスがプレーンコ

ンクリートに比べて大きく向上した。 

･高速衝突実験において,プレーンコンクリートは裏面剥

離を生じたが，短繊維補強コンクリートでは生じなか

った。これにより,短繊維補強は耐衝撃性能の向上に有

効であることが確認された。 

4.2 破壊性状に関する解析的検討 

・コンクリートの等価一軸応力－ひずみ関係においてひ

ずみ速度および側圧の効果を仮定し，非線形有限要素

法プログラムを用いてプレーンコンクリート板の解析

を行った。その結果，破壊領域（裏面剥離）に関して

実験と解析で概ね一致する結果が得られた。 

・引張強度後の引張軟化特性における軟化開始点応力度

と終局引張ひずみをパラメータとして解析を行った。

その結果，両パラメータの値を大きくすることによっ

て損傷領域が低減された。特に軟化開始点応力度を高

くすることによる低減効果が高かった。 

・本解析ではすべての要素に対して同じひずみ速度・圧

力状態を仮定した。今後は，ひずみ速度や圧力の分布

を考慮した解析方法の検討を行う予定である。 
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図－10 軟化開始点応力度σtpと損傷面積比の関係

図－11 軟化域ひずみ量⊿εts と損傷面積比の関係
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